
「協同出資・協同経営で働く協同組合法」（仮称）の速やかな

制定を求める意見書

現在、地域のさまざまな課題を解決するため、ＮＰＯ、協同組合、ボラン

ティア団体などによって地域に密着した公益性の高い活動が展開されてお

り、住民自身の力に大きな期待がかかっている。この一つの形態である「協

同労働の協同組合」は、参加する人が協同で出資し、協同で経営し、協同で

働くという形であり、雇う、雇われるという関係でなく、働くことを通じて

安心と豊かさを実感できるコミュニティをつくり、人とのつながりや社会と

のつながりを大切にする働き方として、フリーター等のワーキングプアの受

け皿としても期待されている。

この「協同労働の協同組合」の理念の働き方を実践している人は、全国で

わかっているだけで約３万人、年３００億円にのぼる事業規模と言われてい

る。既に欧米では、労働者協同組合（ワーカーズコープ、ワーカーズコレク

ティブ）についての法制度が整備されているところである。

しかし、我が国では、この「協同労働の協同組合」には法的根拠がないた

め、社会的理解が不十分であり、団体として入札・契約ができなかったり、

社会保障の負担が働く個人にかかるなどの問題がある。

よって、国におかれては、社会の実情を踏まえ、地域活性化の視点からも、

協同出資・協同経営で働く協同組合法（仮称）の速やかな制定されるよう強

く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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